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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　織機に装着された複数の綜絖枠に対応して複数の開口モータを設け、各綜絖枠がそれぞ
れ連結機構を介して各開口モータに個別に接続されるとともに、前記綜絖枠を経糸開口運
動の上方又は下方に付勢する補助バネを個々の前記綜絖枠又は前記連結機構に設けた電子
開口装置において、
  前記補助バネの付勢力を調整する調整手段と、前記綜絖枠の経糸開口運動中に前記開口
モータの負荷を検出する負荷検出手段とを備え、前記負荷検出手段により検出された前記
開口モータの負荷に応じて前記調整手段により前記補助バネの付勢力を調整し、
前記調整手段は、前記開口モータの負荷に応じた前記補助バネの付勢力調整の前に前記補
助バネの付勢力を少なくとも経糸開口運動の静止角、織柄パターン及び織機の回転数に基
づき算出された付勢力に初期設定することを特徴とする電子開口装置。
【請求項２】
　織機に装着された複数の綜絖枠に対応して複数の開口モータを設け、各綜絖枠がそれぞ
れ連結機構を介して各開口モータに個別に接続されるとともに、前記綜絖枠を経糸開口運
動の上方又は下方に付勢する補助バネを個々の前記綜絖枠又は前記連結機構に設けた電子
開口装置において、
  前記補助バネの付勢力を調整する調整手段と、前記綜絖枠の経糸開口運動中に前記開口
モータの負荷を検出する負荷検出手段とを備え、前記負荷検出手段により検出された前記
開口モータの負荷に応じて前記調整手段により前記補助バネの付勢力を調整し、
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  前記補助バネは前記綜絖枠を上方へ引き上げる付勢力を有する上補助バネと下方へ引き
下げる付勢力を有する下補助バネとから構成されており、前記調整手段は、前記上補助バ
ネ及び前記下補助バネに連結されており、前記上補助バネ及び前記下補助バネの付勢力の
増減を同一方向に調整することを特徴とする電子開口装置。
【請求項３】
  織機に装着された複数の綜絖枠に対応して複数の開口モータを設け、各綜絖枠がそれぞ
れ連結機構を介して各開口モータに個別に接続されるとともに、前記綜絖枠を経糸開口運
動の上方又は下方に付勢する補助バネを個々の前記綜絖枠又は前記連結機構に設けた電子
開口装置において、
  前記補助バネの付勢力を調整する調整手段と、前記綜絖枠の経糸開口運動中に前記開口
モータの負荷を検出する負荷検出手段とを備え、前記負荷検出手段により検出された前記
開口モータの負荷に応じて前記調整手段により前記補助バネの付勢力を調整し、
  前記調整手段は、前記負荷検出手段により検出された負荷から得られる前記開口モータ
のモータ負荷率が減少から増加に切り替わる変化点に達するまで前記補助バネの付勢力を
調整することを特徴とする電子開口装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本願発明は、複数の綜絖枠に対応して複数の開口モータを備え、各綜絖枠を個別に駆動
制御することにより経糸開口を行なう電子開口装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　電子開口装置においては、綜絖枠の駆動に伴う負荷を軽減し、開口モータの小型化を図
るために、例えば特許文献１及び特許文献２に開示されるようなバネを補助的に設けた開
口装置が提案されている。
【０００３】
　特許文献１は、織機のヘルドフレームが連結機構部を介してモータに連結され、モータ
によりヘルドフレームの開口運動が行なわれるとともに連結機構部に対向して設けられた
複数本のスプリングが開口運動を付勢する構成を有する。また、対向して設けたスプリン
グの固定端には、エアシリンダあるいは油圧シリンダが連結され、スプリングの固定端が
可動に構成されている。エアシリンダあるいは油圧シリンダは織機の起動時の低速運転時
にスプリングの長さを小さくするように作動されてスプリングの付勢力を小さし、織機の
高速運転時にスプリングの長さを大きくするように作動されてスプリングの付勢力を大き
くしている。このため、特許文献１では、織機の起動時のような低速運転時にはスプリン
グの付勢力によるモータの負荷をなくし、高速運転時には綜絖枠による負荷をスプリング
の付勢力により軽減している。
【０００４】
　特許文献２には、綜絖枠の下方にステータとロータが配設され、ロータと一体の駆動レ
バーを綜絖枠と連結したロッドに連結して綜絖枠の開口運動を行なう開口装置が開示され
ている。また、ロータの駆動レバーと反対側の位置には固定位置に設けられた複数のロー
ラによって摺動可能に挟持されたリーフばねが固定されている。
【０００５】
　特許文献２では、綜絖枠を上下動するためにロータが往復回転すると、リーフばねが交
互に反対方向に撓み、綜絖枠の移動方向と反対方向のエネルギー、即ち綜絖枠を引き戻す
方向の付勢力が常に蓄積される。また、複数のローラは固定位置の変更によりリーフばね
の挟持位置を変更することができ、蓄積されるリーフばねの付勢力を変更することができ
る。リーフばねの付勢力は綜絖枠が反対方向に移動される時の駆動力として作用されるた
め、ロータの負荷低減に寄与する。
【先行技術文献】
【特許文献】
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【０００６】
【特許文献１】特開２００２－６１０４５号公報
【特許文献２】特表２００７－５０６８６８号公報（第１２頁、図１２）
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００７】
　特許文献１は、織機の起動時と運転時との間でスプリングの付勢力を単に弱めたり強め
たりするのみである。しかし、綜絖枠による負荷は種々の要因の存在により画一的でない
ため、単純に織機の運転速度のみに応じて付勢力の強弱を付けただけでは開口モータの最
適な負荷低減効果を得ることができない。
【０００８】
　特許文献２は、綜絖枠を駆動するモータをロータがステータの回りを回転する構成とし
、ロータの回転を利用して綜絖枠の駆動とリーフばねの変形を行なわせるものである。ま
た、織機の運転中に、複数のローラを移動して挟持位置を変更し、リーフばねの長さを変
えて蓄積される付勢力を変更できると記載されている。しかし、付勢力変更のためのパラ
メータは、具体的には、回転経路の角度、連結された構成要素の速度又は加速度であり、
必ずしも現実のモータ負荷を反映しているものではないので、開口モータの最適な負荷低
減効果を得ることができない。
【０００９】
　本願発明は綜絖枠を駆動する開口モータの最適な負荷低減効果を得ることを目的とする
。
【課題を解決するための手段】
【００１０】
  請求項１は、織機に装着された複数の綜絖枠に対応して複数の開口モータを設け、各綜
絖枠がそれぞれ連結機構を介して各開口モータに個別に接続されるとともに、前記綜絖枠
を経糸開口運動の上方又は下方に付勢する補助バネを個々の前記綜絖枠又は前記連結機構
に設けた電子開口装置において、前記補助バネの付勢力を調整する調整手段と、前記綜絖
枠の経糸開口運動中に前記開口モータの負荷を検出する負荷検出手段とを備え、前記負荷
検出手段により検出された前記開口モータの負荷に応じて前記調整手段により前記補助バ
ネの付勢力を調整し、前記調整手段は、前記開口モータの負荷に応じた前記補助バネの付
勢力調整の前に前記補助バネの付勢力を少なくとも経糸開口運動の静止角、織柄パターン
及び織機の回転数に基づき算出された付勢力に初期設定することを特徴とする。
【００１１】
  請求項１によれば、種々の経糸開口条件に対して補助バネの付勢力を簡単に実際の開口
モータの負荷に応じて最適化することができるため、開口モータの最適な負荷低減効果を
得ることができる。さらに、初期設定時における補助バネの付勢力を織機の製織条件に理
論的に可能な限り近づけた状態に設定することができるため、開口モータの負荷に応じて
調整手段により最適な補助バネの付勢力を調整する作業時間を大きく短縮することができ
る。
【００１４】
  請求項２は、織機に装着された複数の綜絖枠に対応して複数の開口モータを設け、各綜
絖枠がそれぞれ連結機構を介して各開口モータに個別に接続されるとともに、前記綜絖枠
を経糸開口運動の上方又は下方に付勢する補助バネを個々の前記綜絖枠又は前記連結機構
に設けた電子開口装置において、前記補助バネの付勢力を調整する調整手段と、前記綜絖
枠の経糸開口運動中に前記開口モータの負荷を検出する負荷検出手段とを備え、前記負荷
検出手段により検出された前記開口モータの負荷に応じて前記調整手段により前記補助バ
ネの付勢力を調整し、前記補助バネは前記綜絖枠を上方へ引き上げる付勢力を有する上補
助バネと下方へ引き下げる付勢力を有する下補助バネとから構成されており、前記調整手
段は、前記上補助バネ及び前記下補助バネに連結されており、前記上補助バネ及び前記下
補助バネの付勢力の増減を同一方向に調整することを特徴とする。請求項２によれば、上
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補助バネ及び下補助バネのバネ定数を適切に選定しておけばそれぞれの付勢力を１つの補
助モータによって調整することができ、電子開口装置を簡単な構成にすることができる。
【００１６】
  請求項３は、織機に装着された複数の綜絖枠に対応して複数の開口モータを設け、各綜
絖枠がそれぞれ連結機構を介して各開口モータに個別に接続されるとともに、前記綜絖枠
を経糸開口運動の上方又は下方に付勢する補助バネを個々の前記綜絖枠又は前記連結機構
に設けた電子開口装置において、前記補助バネの付勢力を調整する調整手段と、前記綜絖
枠の経糸開口運動中に前記開口モータの負荷を検出する負荷検出手段とを備え、前記負荷
検出手段により検出された前記開口モータの負荷に応じて前記調整手段により前記補助バ
ネの付勢力を調整し、前記調整手段は、前記負荷検出手段により検出された負荷から得ら
れる前記開口モータのモータ負荷率が減少から増加に切り替わる変化点に達するまで前記
補助バネの付勢力を調整することを特徴とする。請求項３によれば、開口モータのモータ
負荷率が予め設定された上限モータ負荷率以下となるように補助バネの付勢力を調整する
のに比べて、最もモータ負荷率が小さくなるような付勢力に調整することができる。
 
【発明の効果】
【００１７】
　本願発明は補助バネの付勢力を簡単に最適化することができ、開口モータの最適な負荷
低減効果を得ることができる。
【図面の簡単な説明】
【００１８】
【図１】第１の実施形態における電子開口装置の略正面図である。
【図２】電子開口装置の制御装置を示すブロック図である。
【図３】綜絖枠の最下位置における補助バネを示す作用説明図である。
【図４】綜絖枠の最上位置における補助バネを示す作用説明図である。
【図５】補助バネ付勢力と開口モータ負荷率との関係を示す線図である。
【図６】調整前の補助バネ使用時のトルク線図である。
【図７】最適化された補助バネ使用時のトルク線図である。
【図８】第２の実施形態における電子開口装置の部分拡大図である。
【発明を実施するための形態】
【００１９】
（第１の実施形態）
　第１の実施形態を図１～図７に基づいて説明する。図１において、電子開口装置の概要
を説明する。なお、図１は織機の筬（図示せず）に最も近い最前列の綜絖枠と綜絖枠の駆
動装置を代表して示しており、織機の後方側には、図１と同一構成の綜絖枠及び駆動装置
が織物仕様に応じて複数配列されている。
【００２０】
　サイドフレーム１の外方に開口モータ２が配設されている。開口モータ２は回転軸３に
固定したクランクアーム４を回転することにより連結ロッド５を介して揺動軸６に回動可
能に設けた開口レバー７に揺動運動を付与している。開口レバー７は一方のアーム８が綜
絖枠１０に連結した昇降ロッド１２の下端と連結し、他方のアーム９が綜絖枠１０の下方
に配置された水平ロッド１３の右端と連結している。
【００２１】
　水平ロッド１３の左端は綜絖枠１０の下方に配置された揺動軸１５に回動可能に設けら
れた揺動レバー１６の一方のアーム１７に連結されている。揺動レバー１６の他方のアー
ム１８は綜絖枠１０に連結した昇降ロッド１９の下端に連結されている。このため、開口
モータ２が駆動されると、開口モータ２の一方向の回転運動がクランクアーム４によって
連結ロッド５の直線運動に変換され、開口レバー７が往復揺動運動を行なう。
【００２２】
　開口レバー７はアーム８、昇降ロッド１２、及びアーム９、水平ロッド１３、揺動レバ
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ー１６、昇降ロッド１９を介して綜絖枠１０を上下動し、経糸開口を行なう。従って、連
結ロッド５、開口レバー７、昇降ロッド１２、水平ロッド１３、揺動レバー１６及び昇降
ロッド１９は、開口モータ２の駆動力を綜絖枠１０に伝達するための連結機構２０を構成
している。
【００２３】
　一方、水平ロッド１３の上方には、水平ロッド１３と直交する方向に延びる補助レバー
２１が配設され、軸２２によって揺動可能に支持されている。補助レバー２１の下端はピ
ン２３によって水平ロッド１３に穿設された上下方向の長孔（図示せず）に回動可能に連
結されている。補助レバー２１の左右にはサーボモータあるいはステッピングモータ等の
回転数制御が可能な補助モータ２４、２５が設けられている。補助モータ２４、２５はベ
ルト、チェーンあるいはギヤ等の回転伝達手段２６、２７によってプーリあるいはギヤ等
の回転体２８、２９に連結されている。また、回転体２８と補助レバー２１との間には、
綜絖枠１０の上下動に対して付勢力を与える補助バネとして機能する上補助バネ３０が配
設され、回転体２９と補助レバー２１との間には、綜絖枠１０の上下動に対して付勢力を
与える補助バネとして機能する下補助バネ３１が配設されている。
【００２４】
　上補助バネ３０及び下補助バネ３１は引張バネで構成され、一端がそれぞれ回転体２８
、２９に固定され、他端がそれぞれ補助レバー２１の上端に結合されている。補助モータ
２４、２５はそれぞれ正転方向あるいは逆転方向に任意の量だけ回転することによって、
上補助バネ３０及び下補助バネ３１の付勢力の強弱を個別に調整することができる。従っ
て、補助モータ２４、回転伝達手段２６、回転体２８は、上補助バネ３０の付勢力を調整
するための調整手段としてのアクチュエータ３２を構成し、補助モータ２５、回転伝達手
段２７、回転体２９は、下補助バネ３１の付勢力を調整するための調整手段としてのアク
チュエータ３３を構成している。
【００２５】
　上補助バネ３０は補助レバー２１を軸２２を中心として図１の時計回りに回動するよう
に付勢し、その付勢力は水平ロッド１３、開口レバー７、揺動レバー１６及び昇降ロッド
１２、１９を介して綜絖枠１０を上方へ押し上げる方向に働く。また、下補助バネ３１は
補助レバー２１を軸２２を中心として図１の反時計回りに回動するように付勢し、その付
勢力は水平ロッド１３、開口レバー７、揺動レバー１６及び昇降ロッド１２、１９を介し
て綜絖枠１０を下方へ引き下げる方向に働く。なお、上補助バネ３０及び下補助バネ３１
の付勢力はバネの自然長状態（補助モータ２４、２５による付勢力調整が行われていない
状態）では、上下方向に移動する綜絖枠１０の経糸開口における最上位置と最下位置との
中間位置（中央位置）において零となるように設定されている。
【００２６】
　通常、綜絖枠１０には自重が働くため、綜絖枠１０を最下位置から押し上げる力は最上
位置から引き下げる力よりも大きな力を必要する。このため、上補助バネ３０の付勢力は
下補助バネ３１の付勢力よりも大きくなるように設定されている。上補助バネ３０と下補
助バネ３１との間に付勢力の差を設定する方法としては、バネ定数の異なるバネを使用す
る方法、又は同一バネ定数を有するバネをそれぞれ中間位置における付勢力が異なるよう
にする方法がある。本実施形態では、同一バネ定数を有する上補助バネ３０及び下補助バ
ネ３１を補助レバー２１と回転体２８、２９との間に取り付け、補助モータ２４を一定量
回転させて予め自重による影響の分だけ上補助バネ３０の付勢力を下補助バネ３１よりも
高めておく方法を採用している。
【００２７】
　図２において、電子開口装置における制御装置の構成を説明する。制御装置３４はファ
ンクションパネル３５と接続し、データの入力と制御装置３４の出力データの表示を行な
えるようにしている。また、制御装置３４には織機の主軸エンコーダ３６が接続し、電子
開口装置の制御を織機の回転と同期させている。開口モータ２は制御装置３４から所定の
開口パターンに基づく駆動指令を受けて回転され、図１にて説明したように連結機構２０
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を介して綜絖枠１０を上下動する。開口モータ２の回転数はエンコーダ３７から制御装置
３４へ入力され、開口モータ２に対するフィードバック制御（制御装置３４から開口モー
タ２への供給電流制御）が行なわれる。また、制御装置３４から開口モータ２への給電経
路中には電流センサー３８が設置され、開口モータ２を駆動する電流量が制御装置３４に
入力されている。制御装置３４では、電流センサー３８から入力される電流量に基づき開
口モータ２のモータ負荷率が算出され、記憶されている。
【００２８】
　一方、制御装置３４は補助モータ２４、２５に接続し、所定の回転指令を発信すること
ができる。制御装置３４からの回転指令に基づき補助モータ２４、２５が正転又は逆転し
て上補助バネ３０及び下補助バネ３１の付勢力を調整する。上補助バネ３０及び下補助バ
ネ３１は設定された付勢力により連結機構２０（図１の構成では水平ロッド１３）を介し
て綜絖枠１０の上下動を付勢する。
【００２９】
　上補助バネ３０及び下補助バネ３１の付勢力の初期設定は次のようにして行なわれる。
上補助バネ３０及び下補助バネ３１の付勢力は、少なくとも織機の回転数、経糸開口運動
における種々の静止角及び平織り、綾織等の織物種類に基づく織柄パターンの３条件に基
づき設定される。詳細には、上補助バネ３０及び下補助バネ３１の付勢力は回転数が大き
くなる程、また静止角が大きくなる程、大きくする必要が有る。
【００３０】
　織柄パターンでは、綜絖枠１０が最上位置から最下位置へ移動する場合、重力が掛かる
ため、最上位置から中間位置までの加速時には小さな付勢力で済み、中間位置から最下位
置までの減速時には大きな付勢力を必要とする。綜絖枠１０が最下位置から最上位置へ移
動する場合、重力に逆らって移動するため、最下位置から中間位置までの加速時には大き
な付勢力を必要とし、中間位置から最上位置までの減速時には小さな付勢力で済む。
【００３１】
　また、綜絖枠１０が上停止状態、又は下停止状態の時は上補助バネ３０及び下補助バネ
３１の付勢力を必要とせず、逆に付勢力が存在する場合、開口モータ２のモータ負荷率が
上昇する要因となる。但し、図１のように、開口モータ２の回転運動をクランクアーム４
によって連結機構２０に直線運動を伝達する構成の場合は、綜絖枠１０の上停止時、又は
下停止時における付勢力の方向が開口モータ２の回転トルクの方向と直角になるため、開
口モータ２は上補助バネ３０及び下補助バネ３１の付勢力の影響を受けない。なお、前記
３条件の他に開口重さや開口量等の条件も存在するが、本実施形態では前記３条件を対象
として説明する。
【００３２】
　制御装置３４には、複数種類の静止角と複数種類の織柄パターンとのマトリックスによ
るデータテーブル及び回転数を変数とした数式がプログラムされている。従って、ファン
クションパネル３５から織柄パターン、静止角及び回転数が入力されると、制御装置３４
はデータテーブルから該当する初期値を導き出し、この初期値を数式に導入して上補助バ
ネ３０及び下補助バネ３１の付勢力を算出する。また、制御装置３４は算出された付勢力
から補助モータ２４、２５の回転量を計算し、補助モータ２４、２５に回転指令を発信す
る。補助モータ２４、２５は回転指令に基づき指令量だけ回転し、上補助バネ３０及び下
補助バネ３１の付勢力を初期設定する。なお、初期設定値は安全面から比較的弱めの付勢
力とすることが好ましい。
【００３３】
　しかし、制御装置３４において計算され、初期設定された上補助バネ３０及び下補助バ
ネ３１の付勢力は過去の経験値に基づくものであり、製織を行なう織機や綜絖枠の機械仕
様が完全に過去のものと同一とならないため、必ずしも最適値であるとは限らない。そこ
で、初期設定された付勢力を有する上補助バネ３０及び下補助バネ３１により織機の試織
運転あるいは製織運転を行なって、綜絖枠１０に経糸開口運動をさせながら、上補助バネ
３０及び下補助バネ３１の付勢力の更なる最適化を行なう。
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【００３４】
　上補助バネ３０及び下補助バネ３１は織機の運転中、以下のように作用する。綜絖枠１
０が図１の中間位置から最下位置に向けて下降移動する時、水平ロッド１３は図３の矢印
方向に変位し、補助レバー２１は反時計方向に回動する。このため、上補助バネ３０は引
っ張られて付勢力が高まり、綜絖枠１０の最下位置に対応する図３の位置で最大となる。
上補助バネ３０の付勢力は中間位置から最下位置に至るまでの綜絖枠１０の減速を補助す
るので、開口モータ２の負荷を低減する。下補助バネ３１は圧縮され、自然長に戻ったあ
とは、付勢力が零のままである。続いて、綜絖枠１０が反転し、最下位置から図１の中間
位置に上昇移動する時、図３に示すように引張された上補助バネ３０の付勢力が綜絖枠１
０を引き上げる方向に働き、開口モータ２の負荷を低減する。
【００３５】
　綜絖枠１０が図１の中間位置から最上位置に上昇移動する時、水平ロッド１３は図４の
矢印方向に変位し、補助レバー２１は時計方向に回動する。このため、下補助バネ３１は
引っ張られて付勢力が高まり、綜絖枠１０の最上位置に対応する図４の位置で最大となる
。下補助バネ３１の付勢力は中間位置から最上位置に至るまでの綜絖枠１０の減速を補助
するので、開口モータ２の負荷を低減する。上補助バネ３０は図１の中間位置から圧縮さ
れ、自然長に戻ったあとは付勢力が零のままである。次に、綜絖枠１０が最上位置から図
１の中間位置に下降移動する時、下補助バネ３１の付勢力は綜絖枠１０を引き下げる方向
に働き、開口モータ２の負荷を低減する。このように、上補助バネ３０及び下補助バネ３
１は綜絖枠１０の上昇時及び下降時に開口運動を補助し、開口モータ２の負荷を低減して
いる。
【００３６】
　綜絖枠１０の開口運動中、開口モータ２に掛かる負荷の増減により開口モータ２に供給
される電流量が変わり、電流センサー３８は変化する電流量をリアルタイムで制御装置３
４へフィードバックする。制御装置３４は入力される電流量に基づき開口モータ２のモー
タ負荷率を計算し、記憶する。なお、モータ負荷率は長時間における電流量を基に計算し
たほうが実際値に近づけることができるため、具体的には１００～２００回の緯入れにお
ける電流量の平均値、例えば二乗平均値を用いて計算することが好ましい。
【００３７】
　一方、上補助バネ３０及び下補助バネ３１の付勢力とモータ負荷率との関係は実験的に
図５のように変化することが判明した。即ち、まず、上補助バネ３０及び下補助バネ３１
の付勢力を零から次第に大きくするに伴いモータ負荷率は減少する。しかし、付勢力が大
き過ぎると付勢力自体が開口モータ２に影響し、モータ負荷率は逆に増大する方向に反転
する。そこで、制御装置３４には許容可能な上限モータ負荷率以下に該当する許容範囲Ｓ
を予め設定しておき、制御装置３４は、モータ負荷率がこの許容範囲Ｓ内に収まるように
上補助バネ３０及び下補助バネ３１の付勢力を制御する。
【００３８】
　具体的には、制御装置３４は電流センサー３８から入力された電流量に基づきモータ負
荷率を計算する。モータ負荷率が許容範囲Ｓより高い場合、制御装置３４は一定の割合で
上補助バネ３０及び下補助バネ３１の付勢力が高められるように、補助モータ２４、２５
へ回転指令を発信する。回転指令の発信後、次に入力された電流量に基づきモータ負荷率
を計算し、許容範囲Ｓ外であれば再度補助モータ２４、２５へ回転指令を発信する。この
ように上補助バネ３０及び下補助バネ３１の付勢力を高める制御を繰り返し、モータ負荷
率が許容範囲Ｓ内に入った時、上補助バネ３０及び下補助バネ３１の付勢力が最適化され
たと判断し、上補助バネ３０及び下補助バネ３１の付勢力調整を終了する。
【００３９】
　図６は初期設定された付勢力を有する上補助バネ３０及び下補助バネ３１を用いて織機
を運転した場合の開口モータ２におけるトルク線図である。一点鎖線で示した原トルク３
９は上補助バネ３０及び下補助バネ３１を使用しない場合の開口モータ２におけるトルク
を示し、点線で示したバネトルク４０は上補助バネ３０及び下補助バネ３１の付勢力によ
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るトルクを示している。従って、原トルク３９がバネトルク４０により相殺されているた
め、開口モータ２のトルクは原トルク３９から実線で示した合成トルク４１に減少し、開
口モータ２に掛かる負荷が軽減されている。
【００４０】
　図７は電流センサー３８によりフィードバックされた開口モータ２の電流量に基づき、
モータ負荷率が図５の許容範囲Ｓ内に至るまで上補助バネ３０及び下補助バネ３１の付勢
力を調整し、最適化を図った例を示す。原トルク３９は図６と同一であるが、付勢力を最
適化された上補助バネ３０及び下補助バネ３１のバネトルク４０による相殺量が増大して
おり、合成トルク４１は大きく減少している。従って、開口モータ２における負荷を最適
な状態にまで減少することができる。
【００４１】
　前記した第１の実施形態は以下の作用効果を有する。
（１）開口運転中に開口モータ２の負荷（電流量）を検出して上補助バネ３０及び下補助
バネ３１の付勢力を調整するため、織機や綜絖枠の機械仕様が異なる種々の経糸開口条件
において簡単に上補助バネ３０及び下補助バネ３１の付勢力を最適化することができる。
（２）経糸開口運動の静止角、織柄パターン及び織機の回転数に基づき初期設定された上
補助バネ３０及び下補助バネ３１の付勢力を初期設定した後に、開口モータ２の負荷に応
じた上補助バネ３０及び下補助バネ３１の付勢力の調整を行なうため、作業時間を大幅に
短縮することができる。
（３）上補助バネ３０及び下補助バネ３１は個別に補助モータ２４、２５を設けてあるた
め、綜絖枠の自重による影響を加味して予め上補助バネ３０の付勢力を下補助バネ３１の
付勢力よりも強くしておく等の個別の設定を簡単に行なうことができる。
【００４２】
（第２の実施形態）
　図８に示す第２の実施形態は、第１の実施形態における補助モータ２４、２５を単一の
モータに構成したもので、第１の実施形態と同一の構成については同一の符号を付し、詳
細な説明を省略する。
【００４３】
　第２の実施形態は、回転体２８、２９のほぼ中間位置にサーボモータあるいはステッピ
ングモータ等の回転数制御が可能な単一の補助モータ４２及びプーリあるいはギヤ等の回
転体４３を配設する。補助モータ４２と回転体４３とは、ベルト、チェーンあるいはギヤ
等の回転伝達手段４４によって連結され、定量の正逆転が可能である。回転体４３には、
ベルト、チェーンあるいはギヤ等の回転伝達手段４５、４６の一端がそれぞれ位相を変え
て固定されている。回転伝達手段４５の他端は回転体２８に固定され、回転伝達手段４６
の他端は回転体２９に固定されている。補助モータ４２、回転伝達手段４４、４５、４６
、回転体２８、２９は調整手段としてのアクチュエータを構成する。
【００４４】
　補助モータ４２が正転方向に所定量回転されると、回転伝達手段４４を介して回転体４
３が矢印で示した時計方向に回転され、回転伝達手段４５、４６は回転体４３に巻き取ら
れる。このため、回転伝達手段４５は回転体２８を矢印で示す反時計方向に回転し、上補
助バネ３０を引張して付勢力を高めることができる。同時に、回転伝達手段４６は回転体
２９を矢印で示す時計方向に回転し、下補助バネ３１を引張して付勢力を高めることがで
きる。上補助バネ３０及び下補助バネ３１の付勢力を初期設定及び最適化する構成は第１
の実施形態と同一であるため、詳細説明は省略する。なお、第２の実施形態では、上補助
バネ３０及び下補助バネ３１はバネ定数の異なるバネを使用し、上補助バネ３０の付勢力
が下補助バネ３１の付勢力よりも大きくなるように予め設定した状態で、付勢力の初期設
定及び最適化が行なわれる。
【００４５】
　第２の実施形態は１つの補助モータ４２により上補助バネ３０及び下補助バネ３１の付
勢力の増減を同一方向に同時に調整することができるため、部品点数を減らし、補助モー
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タ４２の制御も簡略化され、電子開口装置を簡単な構成にすることができる。
【００４６】
　本願発明は、前記した各実施形態の構成に限定されるものではなく、本願発明の趣旨の
範囲内で種々の変更が可能であり、次のように実施することができる。
【００４７】
（１）上補助バネ３０及び下補助バネ３１の初期設定は、経験的に把握している付勢力を
ファンクションパネル３５から直接入力して設定するように構成しても良い。
（２）上補助バネ３０及び下補助バネ３１の初期設定を行なうこと無く、開口運転を行な
って開口モータ２の電流量を検出し、付勢力を調整するように構成しても良い。
（３）第１の実施形態では、上補助バネ３０及び下補助バネ３１の付勢力をモータ負荷率
が図５に示した許容範囲Ｓ内に有るか否かで決定していたが、図５において、モータ負荷
率が減少状態から増加状態へ反転する位置である変化点を検出して決定するように構成し
ても良い。この場合には、第１の実施形態と比べて、最もモータ負荷率が小さくなるよう
な付勢力に調整することができる。
【００４８】
（４）補助モータ２４、２５、４２の制御は第１の実施形態のように開口モータ２の電流
量に基づき算出されたモータ負荷率を用いて行なう構成に限らず、電流センサー３８によ
り収集された所定期間内の電流量に基づき分析されたピーク電流値を用いて行なう構成で
実施することが可能である。また、開口モータ２の負荷を検出する負荷検出手段として、
電流センサー３８に限らず、例えばモータ温度を計測する温度センサーやモータ軸のトル
クを直接検出するトルクセンサー等を用いてもよい。
（５）補助レバー２１、上補助バネ３０、下補助バネ３１及び付勢力を調整するための調
整手段としてのアクチュエータ３２、３３は、水平ロッド１３に連結する構成に限らず、
例えば開口レバー７等の連結機構２０を構成する他の部分に連結する構成としても良い。
（６）上補助バネ３０及び下補助バネ３１は引張バネに限らず、圧縮バネに変更しても実
施することができる。
（７）織機の綜絖枠１０は織機の前後方向に多数列配設され、織機の後方側の綜絖枠ほど
上下移動量が大きくなり負荷も大きくなるため、後方位置の綜絖枠における上補助バネ３
０及び下補助バネ３１の付勢力を決定するための目標値は高くすることが好ましい。
【００４９】
（８）第１の実施形態において、綜絖枠１０が最下位置に移動した時の上補助バネ３０に
おける付勢力と最上位置に移動した時の下補助バネ３１における付勢力とは、異なる値に
調整し、決定するように構成しても良い。
（９）補助モータ２４、２５と上補助バネ３０及び下補助バネ３１とを連結する回転体２
８、２９あるいは補助モータ４２と上補助バネ３０及び下補助バネ３１とを連結する回転
体２８、２９、４３はボールねじ機構に置き換えても実施することができる。
（１０）上補助バネ３０及び下補助バネ３１からなる補助バネを調整する調整手段として
のアクチュエータは補助モータ２４、２５に限らず、油圧シリンダあるいはエアシリンダ
によって構成することができる。
（１１）第１及び第２の実施形態では、上補助バネ３０及び下補助バネ３１の付勢力を調
整する調整手段を調整モータ、回転伝達手段及び回転体からなる、補助ばねの変位量を調
整するアクチュエータから構成しているが、例えば、補助バネを複数本並列に設け、補助
レバー２１に作用する本数を切り替える切り替え部により調整手段を構成してもよい。
【符号の説明】
【００５０】
１　サイドフレーム
２　開口モータ
７　開口レバー
１０　綜絖枠
１３　水平ロッド
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２０　連結機構
２１　補助レバー
２４、２５、４２　調整手段を構成する補助モータ
２６、２７、４４、４５、４６　調整手段を構成する回転伝達手段
２８、２９、４３　調整手段を構成する回転体
３０　上補助バネ
３１　下補助バネ
３２、３３　調整手段としてのアクチュエータ
３４　制御装置
３５　ファンクションパネル
３６　主軸エンコーダ
３７　エンコーダ
３８　電流センサー
３９　原トルク
４０　バネトルク
４１　合成トルク

【図１】 【図２】

【図３】
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【図６】

【図７】

【図８】
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